
関連する法令の改正を踏まえた修正

１．防災基本計画修正（Ｒ６．６）の反映

熊本県地域防災計画 令和７年度修正案の概要

発信

最近の施策の進展等を踏まえた修正
○ 水害対策の強化

・ 道路のアンダーパス冠水等を踏まえた対策の強化

○ 避難所以外で避難生活を送る避難者等への支援

・ 在宅避難者、車中泊避難者に対する支援に係る拠点の設置

や、被災者支援に係る情報の提供

〇 道の駅「阿蘇」、「きくすい」、「うき」の整備完了に伴う
防災活動拠点の追加

〇 熊本県道路啓開計画策定に伴う修正

令和６年能登半島地震を踏まえた修正
○ 被災地の情報収集及び進入方策

・ 車両や資機材の充実・小型化・軽量化

・ 無人航空機、SAR衛星、衛星インターネット等の活用

・ 海路・空路を活用した道路啓開に向けた調整

２．県独自の修正

共通対策編

○ 活動火山対策の強化（活動火山対策特別措置法）

○ 災害支援ナースの充実・強化（医療法）

○ 緊急通行車両確認標章等の事前交付（災害対策基本法施行

令）

資料１ー１

令和６年能登半島地震を踏まえた修正

〇 応援職員受入の円滑化

・ 応援職員等の宿泊場所として活用可能な施設やスペース

等のリスト化

〇 避難所運営

・ パーティション、段ボールベッド等の避難所開設当初から

の設置

○ 物資調達・輸送

・ 運送事業者等との連携による、物資輸送拠点の効率的な

運営に必要な人員、資機材等の速やかな確保

※次頁以降、赤字項目について補足 1



（１）避難所以外で避難生活を送る避難者等への支援

・ 県及び市町村は、在宅避難者等が発生する場合や、避難所のみで避難者等を受け入れる
ことが困難となる場合に備えて、あらかじめ地域の実情に応じ、在宅避難者等が利用しやす
い場所に在宅避難者等の支援のための拠点を設置すること等、在宅避難者等の支援方策を
検討するよう努める。

・ 県及び市町村は、やむを得ず車中泊により避難生活を送る避難者が発生する場合に備え
て、あらかじめ地域の実情に応じ、車中泊避難を行うためのスペースを設置すること等、車中
泊避難者の支援方策を検討するよう努める。

⇒「第１編 第２章 第１４節 ８. 車中避難者等を含む指定避難所外避難者への対応」に
追記（新旧対照表Ｐ１４）

１．防災基本計画修正（Ｒ６.６）の反映

在宅・車中泊避難者等の支援の手引き

避難所外避難者への支援については、防災基本計画に位置づけられ

たほか、在宅避難者や車中泊避難者の支援を行うに当たっての具体的

な取組みの参考となるよう、内閣府が令和６年６月に「在宅・車中泊避難

者等の支援の手引き」を策定した。

関連する国・県等の取組み
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（２）活動火山対策の強化

・ 県及び市町村は、火山災害の想定に当たっては、火山活動の現状や推移に関する総合的
な評価を行う火山調査研究推進本部と連携するものとする。

・ 県及び関係市町村は、防災週間、火山防災の日、防災関連行事等を通じ、住民に対し、火
山ハザードマップや火山防災マップ等を用いて火山災害の危険性を周知するものとする。

・ 県、関係市町村及び防災関係機関は、ＩＴを用いた登山届の仕組みを活用するなど、登山者
等が情報の提供を容易に行うことができるよう必要な配慮をするとともに、火山地域全体での
一体的な運用を図る。

⇒「第４編 阿蘇火山噴火対策編 第１章及び第２章」に追記（新旧対照表Ｐ５１，５３）

１．防災基本計画修正（Ｒ６.６）の反映

山岳遭難事故防止に向けた相互協力に関する連携協定

本県では、株式会社ヤマップ、熊本県警察と令和４年８月に「山岳遭難事故防止

に向けた相互協力に関する連携協定」を締結し、登山地図アプリによる登山届情報

システムの活用、遭難者の位置情報の提供、捜索隊員トラッキングシステムの活用

等について連携を行っている。

出典：熊本県警察本部ホームページ

関連する国・県等の取組み
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（３）応援職員受入の円滑化

・ 県及び市町村は、応援職員等の宿泊場所の確保が困難となる場合を想定して、応援職員
等に対して紹介できるホテル・旅館、公共施設の空きスペース、仮設の拠点や車両を設置で
きる空き地など宿泊場所として活用可能な施設等のリスト化に努める。

・ 県及び市町村は、会議室のレイアウトの工夫やテレビ会議の活用など、応援職員等の執務
スペースの適切な空間の確保に配慮する。

⇒「第１編 第２章 第２０節 受援計画」、「第１編 第３章 第２節 職員配置」に追記
（新旧対照表Ｐ１６、２５）

１．防災基本計画修正（Ｒ６.６）の反映

応援職員の宿泊場所の確保

平成２８年熊本地震の課題として「発災直後、応援県から宿泊先

の提供や紹介を求められるなど、受援側が対応に苦慮した事例が

存在した」（平成２８年熊本地震熊本県はいかに動いたか（初動・応急

対応編）P２０７）ことなどから、応援職員の宿泊場所のリスト化の実施

に努める。 出典：熊本災害デジタルアーカイブ／提供者：神奈川県鎌倉市

関連する国・県等の取組み
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（４）避難所運営

・ 市町村は、避難所開設当初からパーティションや段ボールベッド等の簡易ベッドを設置する
よう努めるとともに、食事供与の状況、トイレの設置状況等の把握に努め、必要な対策を講じ
る。

・ 市町村は、仮設トイレやマンホールトイレの供給体制の整備を進めるなど、トイレの不足が
生じないように努めるとともに、簡易トイレ、トイレカー、トイレトレーラー等のより快適なトイレ
の設置に配慮するよう努める。

⇒「第１編 第３章 第１１節 避難収容対策」に追記（新旧対照表P３０，３１）

１．防災基本計画修正（Ｒ６.６）の反映

新しい地方経済・生活環境創生交付金（地域防災緊急整備型）の活用

本県では、広域的な視点で、市町村における資機材の備蓄を補完する

ため、国の交付金を活用し、避難所の生活環境の改善に必要な資機材

（トイレトレーラー、炊き出しセット、段ボールベッド、テント式パーティション

等）を整備し、平時から防災意識の浸透等に向け利活用を行う。

※県：事業費１億１，４００万円、うち国費５，７００万円

関連する国・県等の取組み

【トイレトレーラー】

阿蘇地域での平時使用を行いつつ、災
害時やイベントで使用。

※循環式でし尿処理が不要な快適トイレ・
UDトイレ２基を想定。

【温かな食事、ベッド・プライバシーの確保】

災害時の避難所の生活環境改善に向け
た資器材を購入。平時はイベントへの貸し
出しや訓練・研修等で活用する。 5



（５）道の駅「阿蘇」、「きくすい」、「うき」の整備完了に伴う防災活動拠点の追加

・ 大規模災害発生時において、県が迅速かつ的確な災害応急活動に資するためには、複数
の広域防災活動拠点を確保することが必要。

・ 道の駅「阿蘇」、「きくすい」、「うき」はそれぞれ防災機能を強化しており、広域的な防災活動
拠点としての役割が期待されることから、新たに広域防災活動拠点として位置付けるため明
記。

⇒「第１編 第２章 第８節 防災業務施設整備」に追記 （新旧対照表P９）

２．県独自の修正

道の駅の防災機能強化

県内の道の駅は、平成２８年熊本地震や令和２年７月豪雨時に、

道路利用者や付近住民の一時避難所、災害支援の基地として利用された。

道の駅「阿蘇」、「きくすい」、「うき」は、防災トイレや非常用発電機の設置等

の防災機能強化が完了し、防災活動拠点としての運用が可能となった。

本県では既に道の駅「たのうら」、「錦」を広域防災活動拠点として位置付

けており、今回の追加により、広域防災活動拠点として活用できる道の駅は

合計５箇所となった。
道の駅阿蘇 （出典：道の駅阿蘇ホームページ）

関連する国・県等の取組み
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熊本県道路啓開計画の基本方針

１ 人命保護を最優先とし、被害が甚大な地域への支援

ルートを確保する

２ 応急復旧活動に資する応援部隊や物資輸送等の

ための支援ルート及び被災地内ルートを確保する

３ 被災地内の緊急輸送活動を行うため、物流拠点や

防災拠点等への被災地内ルートを確保する

（６）熊本県道路啓開計画策定に伴う修正

・ 大規模災害等の発生時に迅速な道路啓開が可能となるよう、道路啓開の手順や体制等を
定めた「熊本県道路啓開計画」を令和６年１２月末に策定。

・ 道路啓開とは、救命・救急の要として路上の支障物の撤去・除去、路面の軽微な補修を実
施し、緊急車両通行を早期確保するもの。

⇒「第１編 第３章 第２３節 輸送」、「第２編 第３章 第３節 公共施設応急復旧」に追記
（新旧対照表P３５及びP４９）

２．県独自の修正

出典：熊本県道路啓開計画

関連する国・県等の取組み
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熊本県石油コンビナート等防災計画

令和７年度修正案の概要について

資料２－１

1



八代地区特別防災区域付近（八代市大島町周辺）

（引用元）防災情報くまもと 国土地理院撮影の空中写真
2



国土地理院撮影の空中写真 3



計画の主な修正内容

《計画編》

・消防団員数の更新に伴う修正 等

（ 998人 → 990人 ）

《資料編》

・特別防災区域図の修正

（屋外タンク貯蔵所及び一般取扱所新設等による修正）

・数値の更新などに伴う修正

（石油類の取扱量及び貯蔵量（KL) 97,370 → 97,550 等）
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熊本県水防計画書

令和７年度修正案の概要等

資料３ー１



令和７年度水防計画書の主な修正内容

（１）重要水防区間（箇所）一覧表の修正

（修正理由）

 河川改修の進捗や河川巡視の結果等を受けて、箇所の延長及び危険状況を追記・修正 等

（例）白川・・・河川改修工事等に伴い延長を減

（右岸13,667ｍ ⇒ 右岸13,548m（119m減）、左岸12,290ｍ ⇒ 左岸11,780ｍ（510m減））

（２）基準水位の見直し（白川（代継橋観測所））

（修正理由）

 白川「緑の区間」の堤防嵩上げ工事の竣工や立野ダムの完成等により、白川（代継橋観測所）の基準水位を見直し

（３）様式の変更や文言・資料の整理

資料３ー１

（１）内容の追記、文言の修正等

（修正理由）

 国土交通省事務連絡「水防計画作成の手引きの改定について（R6.12.4）」を受けて内容を追記

 その他文言の修正

２．資料編

１．本編



【情報提供】白川「緑の区間」の堤防嵩上げ工事の竣工、代継橋の基準水位の見直しについて

気候変動を考慮して変更した河川整備計画の目標流量2,400㎥／ｓを安全に流下させるため、地域住民等と合意形成を図りながら、大甲橋から
明午橋の区間（通称：緑の区間）で堤防や管理用道路の嵩上げ整備を進めてきました。（九州地方整備局熊本河川国道事務所）

見直し前 見直し後 差（変更後ー変更前）

水防団待機水位 ２．５０ｍ ２．７０ｍ ＋０．２０ｍ

氾濫注意水位 ３．７０ｍ ３．７０ｍ 変更なし

避難判断水位 ４．７０ｍ ５．２０ｍ ＋０．５０ｍ

氾濫危険水位 ５．００ｍ ５．５０ｍ ＋０．５０ｍ

「緑の区間」の堤防嵩上げや令和６年２月に完成した阿蘇立野ダム等により、代継橋水位
観測所における基準水位を見直し

代継橋

【基準水位（代継橋観測所）】 ※令和７年４月１日より

資料３－３



市町村地域防災計画修正状況について

災害対策基本法第４２条の規定に基づく、市町村地域防災計画の修正について知事への報告状況

市町村名 実施日 市町村名 実施日 市町村名 実施日 市町村名 実施日 市町村名 実施日 市町村名 実施日

熊本市 R6.5.31 南関町 R6.5.31 南小国町 R6.5.31 益城町 R6.5.31 人吉市 R6.5.21 山江村 R6.6.4

宇土市 R6.5.30 長洲町 R6.5.31 小国町 R6.5.30 甲佐町 R6.5.29 錦町 R6.5.31 球磨村 R6.6.4

宇城市 R6.6.6 山鹿市 R6.5.23 産山村 R6.6.3 山都町 R6.9.1 あさぎり町 R6.5.27 天草市 R6.6.10

美里町 R6.5.24 菊池市 R6.5.30 高森町 R6.6.3 八代市 R6.5.27 多良木町 R6.6.7 上天草市 R6.6.4

荒尾市 R6.6.17 合志市 R6.6.20 南阿蘇村 R6.6.5 氷川町 R6.6.5 湯前町 R6.6.5 苓北町 R6.5.24

玉名市 R6.5.29 大津町 R6.5.28 西原村 R6.6.3 水俣市 R6.5.31 水上村 R6.5.30

玉東町 R6.6.6 菊陽町 R6.5.27 御船町 R6.6.3 芦北町 R6.4.21 相良村 R6.6.4

和水町 R6.6.21 阿蘇市 R6.6.6 嘉島町 R7.3.31 津奈木町 R6.6.17 五木村 R6.6.3

主な修正項目

①都道府県による災害中間支援組織の育成・強化、関係者の役割分担の明確化

②災害ボランティアセンター設置予定場所の明確化

③災害ケースマネジメントなどの被災者支援の仕組みの整備

④地震情報の解説・伝達

⑤通信障害発生時の丁寧な周知広報の実施

⑥障がい者の情報取得・意思疎通に係る施策の推進

各市町村における地域防災計画修正のための防災会議の実施状況

主な修正項目

⑦被災者台帳、避難行動要支援者名簿の作成等へのデジタル技術の活用

⑧火山噴火等による津波に関する普及啓発・情報伝達

⑨水道法等の改正による水道整備・管理の所管替え

⑩防災訓練を通じた民間賃貸住宅の提供に係る連携強化

⑪建設型応急仮設の建設候補地の検討

資料４


